
環境負荷低減の取組の「見える化」における
生物多様性保全効果の調査等について

資料２



生物多様性保全効果の分析方法の検討 – 手法

○ 生き物調査：ほ場の生物を直接観察・捕獲することで、生態系の状態を確認する。

手法概要

説明 ほ場の生物を観察または捕獲して生物種を特定し、
個体数を数えたうえで、生息度合を評価する。

調査
方法

ほ場の生物の生息場所ごとに、生物種の観察・捕
獲を行う。

対象
生物種

指標生物（鳥類、魚類、両生類、無脊椎動物、植
物など）

留意
事項

生物の成長度合により見た目が異なるため、個体
名の同定には専門的な知識が必要となる。

取組イメージ

調査の流れ

メリット • 個体の生育状況がわかる。
• 従来的に実施されており、取組障壁が低い。

デメ
リット

• １地点１回あたりの調査時間は数時間となり、数人
の調査要員が必要となる。（調査委託費用も5-10
万円程度かかる。）

• 専門的な知見や技術、複数の専用器具が必要となる。
• 調査者により特定できる生物や個体数などの精度の
ぶれが大きい。（生物の成長度合いにより難易度が
上がる。）

• 捕獲により生物や生息環境を傷つける可能性がある。

説明ステップ

特徴

調査計画
実施時期、実施場所、頻度、指標生物、生物毎の観
察・捕獲方法を決める。（必要な調査器具を用意す
る。）

調査実施
• 生物種毎にほ場の生物を観察または専用器具で捕獲
する。

• 種を同定し、個体数を記録用紙に記入する。

分析 • 記録内容をもとに、地域差や希少種等の確認状況を
加味してほ場の生息状況を評価する。

出典：農林水産省「田んぼの生きもの調査2006の結果について」
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水田の生物多様性の調査・評価

「鳥類に優しい水田がわかる生物多様性の調査・評価マニュアル」

（平成30年３月（国研）農研機構農業環境変動研究センター発行）

水田を対象として、訴求力の高い（国民・国際的に関心を持ってもらいや
すい）生物である鳥類を代表種と位置づけ、鳥類とその餌生物や植物を
指標化し、水田における生物多様性を包括的に評価する手法を整理し
たもの。

平成 25 年度農林水産省委託プロジェクト研究「生物多様性を活用した
安定的農業生産技術の開発」により、５か年の研究期間を経て開発。

 本マニュアルに基づく評価手順

評価対象地
域の設定

指標生物の
決定

指標生物の
調査

スコア計算、
総合評価
（S～C）

対象地域ごとに設定さ
れている生物から指標
生物を選定・確認

・東北～九州が対象

・北海道・沖縄は本マ
ニュアルの対象外

調査方法・用具・時期等
もマニュアルで設定

・調査結果を基にスコアを算
出し、スコアに応じてS～Cの
４段階で評価

・評価結果は、今後の管理
の参考や宣伝などに活用

農研機構WEBページから閲覧可能
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マニュアルによる具体的な評価方法
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• 環境保全型農業直接支払交付金の事業評価において、各取組の生物多様性保全効果を確認。

• また、水田の生物多様性を高める取組を網羅的な文献レビューから評価。分析対象とした取組にいず
れも保全効果が確認されたが、調査事例数は取組や生物種によって差がある。

○ 環直第三者委員会における生物多様性保全
効果の評価（令和元年）
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S A

■Ｓ︓生物多様性が非常に高い。取組を継続するのが望ましい。
■Ａ︓生物多様性が高い。取組を継続するのが望ましい。
Ｂ︓生物多様性がやや低い。取組の改善が必要。
Ｃ︓生物多様性が低い。取組の改善が必要。

片山ら（2020）

○ 生物多様性に配慮した農法の保全効果の評
価結果（農研機構研究成果）

水田における生物多様性保全効果の科学的評価について
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信頼度 定量的基準

十分確立している 事例数が５以上、かつ80％以上の事例で傾向が一致

確立しているが不十分 事例数が２以上５未満、かつ80％以上の事例で傾向が一致

競合する解釈あり 事例数が５以上、かつ80％未満の事例で傾向が一致

検証不足 事例数が５未満、かつ80％未満の事例で傾向が一致

「農業に有用な生物多様性の指標生物調査・評価マニュアル」等を
用いて調査を実施。 4



コメに生き物マーク等を表示する生産者の取組状況（生き物調査の実施）

JAみやぎ登
米

宮城県大崎
市

三翠会
新潟県佐渡

市
河北潟湖沼
研究所

福井県越前
市

福井県池田
町

滋賀県 滋賀県 JAたじま
ファーム
つるの里

みやぎ登米
産環境保全

米

大崎耕土ブラ
ンド認証米

湘南タゲリ米
朱鷺と暮らす

郷米
生きもの元気

米

コウノトリ呼
び戻す農法

米

「生命に優し
い米づくり」

認証

環境こだわり
米

魚のゆりかご
水田米

コウノトリ育
むお米

つるの里米

必須取組 2 2 0 3 3 6 2 4 6 4 1

認定に必要な
選択要件数

0 1 0 1 0 0 0 2 2 0 0

冬期湛水 - 選択 - 選択 任意 必須 - 任意 任意 必須 任意

中干延期 - 選択 - - 任意 必須（実質） - - - 必須 -

江・ビオトープ設置 - 選択 任意 選択 任意（深溝） - - 任意 任意 任意 任意

魚の保護 - 選択 任意 選択 - 任意 - 選択 必須 - 任意

畦畔管理 任意 選択 任意 必須 必須 必須 必須 選択 選択 必須 任意

無農薬・無化学肥料
（有機栽培）

任意 選択 任意 選択 任意 必須（実質） 任意 任意 任意 任意 任意

特別栽培
（5割減減相当）

必須 必須 任意 必須 任意 - 必須 必須 必須 必須 必須

IPM - - - - （実施） - 任意 - 任意 任意 - -

その他必須 生きもの調査 生きもの調査 - 生きもの調査
・ネオニコ系殺虫
剤禁止
・生きもの調査

・無農薬
・有機質肥料の
使用

-

・濁水流出防止
・環境に配慮した
農薬使用
・プラスチック適
正処理

・「環境こだわり
米」と同等

・生きもの調査
生きもの調査 -

その他選択

・土水路の管理
・ため池の保全
・秋耕期の延期

等

生きもの調査
・溝切り
・外来雑草駆除
・生きもの調査

・湿潤管理
・景観作物（畦畔、
ほ場周辺）
・生きもの調査

等

・「環境こだわり
米」と同等
・溝切り

・ネオニコ系殺虫
剤禁止
・秋耕無

※2023年聞き取り時点の状況を示す。特別栽培は、農薬・化学肥料の5割減減であるものを含む。有機栽培は有機JAS相当だけはなく単年の取組も含む。 5



生物多様性保全効果の分析方法の検討 – 手法

○ 生き物調査（簡易）：生産者などが主体となってほ場で実施する簡易的な生きもの調査においては、実施
のしやすさが考慮され、詳細な生きもの調査より手順を簡略化し、指標生物の記録と評価も大枠で分かり
やすい工夫がされている。

手法の例

出典：大崎市「田んぼの生きもの調査 記録表」

記録用紙の例

出典：佐渡市「朱鷺と暮らす郷づくり認証 生きもの調査野帳」出典：大崎市「大崎耕土 田んぼの生きもの調査マニュアル」

調査方法を絞って
いる。

指標種を絞ってい
る。

器具を一般的なも
のにしている。

およそ知られている
生物が多く、同定し

やすい

記録・評価が分かり
やすい
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生物多様性保全効果の主な分析手法

手法分類
調査手法 得られる結果 調査実施者

例
調査コスト例 課題

調査方法 調査対象種 測定事項

生きもの調査
（詳細・簡易）

※従来手法

現地にて、特定の種を
捕獲し、目視で測定・集
計する

鳥類、両生類、
魚類、昆虫、植
物 など

・生息する生物の
種類、個体数、体
長等

詳細調査： 民間

調査会社、研究
者

簡易調査： 生産
者、JA、食品等
企業、自治体

・人的：実施方
法の習得や、生
物種の同定に
は生物に詳しい
人物が必要

・費用：委託する
場合は、約5-10
万円

・専門的な知見や技
術・専用器具が必要

・調査者による精度
のぶれが大きい

・生物やその生息環
境に配慮する必要が
ある

環境DNA調査

水や土などの環境サン
プルから生息する生物
種のDNAを識別する 
（水田においては、水を
採取）

生物全般
（DNA情報があ

るものに限定さ
れる、現在は
魚類等が中
心）

・生息する生物の
種類

・生息する生物の
おおよその生物
量

（現在は魚類の
分析が中心）

バイオ系・環境
技術系企業、研
究所、研究者

・費用：数万円
（1サンプル）
・時間：約1カ月

・同定できない種が
ある

・偽陽性（生息してい
ない種を検出）、偽陰
性（生息している種が
検出されない）への
考慮が必要

・実用・普及レベルの
事例が不足している

土壌調査

土壌サンプルを収集し、
分析機器にて分析する

土壌の小型生
物、微生物、
菌・ウィルスな
ど

・土壌生物・微生
物多様性
・土壌活性値
・土壌化学性

検査系企業、農
業支援系企業、
研究者

・費用：数万円
（1サンプル）
・時間：1週間～

（培養や分析に
時間がかかる）

・評価指標・評価基
準が定まっていない

・土壌生物調査は環
境DNA調査と同じ課
題を持つ

・実用・普及レベルの
事例が不足している

○ 生物多様性の効果を測る手法は生き物調査以外にもあるが、実用・普及には課題があるため、生物多様性
見える化のモニタリングとしては生き物調査を中心に検討を進める。
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-2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

国際枠組

経済政策

目標設定・
開示枠組

（参考）国際的な生物多様性の主な動向

○ 生物多様性については、2022年12月の昆明・モントリオール生物多様性枠組（GBF）策定の動きが中心
となり、欧州を主とした経済政策の策定・推進、企業の目標設定・開示枠組の策定の動きが続いている。

●2015 UNFCCC パリ協定 ● GBF（生物多様性枠組）

● EU Green Deal （環境・社会政策）

● EU Taxonomy 

● EU SFDR （企業の開示）

● EU EUDR （森林破壊防止）

● EU CSRD（企業の報告）

● EU CSDDD（環境・人権DD）

● EU ESPR（エコデザイン）

●2015 SBT 
(Climate)

●SBTs for Nature
(Initial)

●SBTs for Nature 
(V1, Freshwater, Land)

●SBTs for Nature 
(Biodiversity, Ocean)

●2015 TCFD ●TNFD (V1) 

●2005 CDP Water,  2013 CDP Forest ●CDP Biodiversity

●IPBES Global Assessment ●IPBES Scope 
Business Assessment

●IPBES Business Assessment
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（参考）国際的な生物多様性の評価・開示に係る議論①
生物多様性・自然資本に対する企業の目標設定 （SBT for Nature）

○ SBT for Nature企業等が科学に基づいて自然関連目標を設定することを促す枠組。自然環境にプレッ
シャーを与える要素として、IPBESの５大要因（陸・海の利用変化、直接採取、気候変動、汚染、侵略的
外来種）をさらに具体的な12項目に細分化。

○ 2023年５月にガイダンスv1.0を公表。2024年には全てのステップを含むガイダンスを公表予定。

出典：SBTN 「Step 1: Assess Technical Guidance 」（V1.0, 2023）をもとに作成

IPBES Pressure Category SBTN Pressure Category

生態系利用及び利用変化

陸域生態系の利用および利用変化

淡水生態系の利用および利用変化

海洋生態系の利用と変化

資源開発
水資源の利用

その他の資源の利用（鉱物、魚、その他動物など）

気候変動 GHG排出量

汚染

非GHG大気汚染物質

水質汚染

土壌汚染

固形廃棄物

外来種・その他
攪乱

生物学的変化・干渉
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（参考）国際的な生物多様性の評価・開示に係る議論②
自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）提言ver.1.0 (2023年9月18日【NY時間】発表）

• TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の自然版。

• あらゆる規模の企業と金融機関が、自然関連課題を特定・評価・管理し、開示するためのリスク管理
と開示の枠組を示す。

• 2023年９月に枠組Ver. 1.0を公開。日本から80社が早期開示宣言（世界全体では320社）。※2024年1月時点

• 2023～2024年に各セクター別ガイダンスの公開が進められており、今後、各企業における開示の進
展が見込まれている。

TNFDを始めるには

LEAPアプローチ

バイオーム別
ガイダンス

シナリオ
分析

ターゲット
設定

エンゲージメント

TNFD提言

追加ガイダンス

TNFD提言および追加ガイダンス

セクター別
ガイダンス

グローバル中核開示指標 ※一部簡略化
カテゴリー インジケータ―

気候変動 ・GHG排出量

土地・淡水・海洋
利用の変化

・総空間フットプリント
・土地/淡水/海洋利用の変化の合計
範囲

汚染・汚染除去 ・土壌に放出された汚染物質
・排水と排水中の汚染物質
・廃棄物総発生量
・プラスチック汚染
・非GHG大気汚染物質

資源の利用・補充 ・水不足地域からの取水と消費
・土地/海洋/淡水から調達されたリ
スクの高い天然産品の量

侵略的外来種 ・非意図的な侵略的外来種

自然の状態 ・生態系の状態/種の絶滅リスク
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生物多様性保全の取組の見える化の評価の進め方

〇 「見える化」ラベル表示実施モデル地区における効果分析
 評価対象としている取組は、それぞれ、一定の効果が確認されている。一方で、生物多様性

は汎用的な評価手法が確立しておらず、効果程度を一律で評価することが困難。取組におけ
る調査対象生物種が不十分なものもある。

 そのため、モデル地区における具体的な生物多様性の調査結果を示すことにより、
① 「見える化」ラベルの信頼性の確認
② 生産段階の生物多様性保全の取組に対する理解促進

を目的とする。

〇 生産者等による生き物調査の推奨
 生き物マークの実施など、生物多様性保全の先行事例では、生産者等がやりやすい手法で

生き物調査を行っている例がある。こうした活動は、
・生産者の生物多様性への理解を促進し、更なる取組に繋がるだけでなく、
・地域住民を巻き込んで実施することにより周辺住民における理解促進にもつながること

から、見える化実施地区において推奨していくこととしたい。

〇 その他
 2024年以降、自然資本に係る企業の情報開示が加速する見込みであり、国内外の動向を

踏まえ、国際指標と生産段階の保全取組の関係整理等、「見える化」の企業における活用方
法を検討。
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